
　

２
０
２
２
年
を
迎
え
、
日
本
で
も
オ
ミ
ク
ロ
ン
株
の

流
行
が
深
刻
化
し
て
き
ま
し
た
。
ア
メ
リ
カ
で
も
新
規

患
者
数
と
死
亡
者
数
が
急
増
し
て
お
り
、
バ
イ
デ
ン
政

権
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
包
括
的
な
対

策
を
命
じ
ま
し
た
が
、
最
高
裁
判
所
に
よ
っ
て
撤
回
を

余
儀
な
く
さ
れ
ま
し
た
。
他
方
、
２
０
２
２
年
会
計
年

度
の
予
算
法
案
（Build Back Better A
ct

：
以
下
、

Ｂ
Ｂ
Ｂ
法
案
）
の
審
議
は
、
依
然
と
し
て
難
航
し
て
い

ま
す
。
今
月
号
の
連
載
で
は
、
こ
れ
ら
の
動
向
に
つ
い

て
紹
介
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

ワ
ク
チ
ン
接
種
等
の
義
務
化
の
撤
回

　

オ
ミ
ク
ロ
ン
株
の
出
現
に
よ
っ
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
が
爆
発
的
に
流
行
し
て
い
ま
す
。
ア
メ
リ
カ

で
は
、
２
０
２
１
年
12
月
下
旬
よ
り
新
規
感
染
者
数
が

急
増
し
は
じ
め
、
22
年
１
月
10
日
（
米
東
部
時
間
、
以

下
同
じ
）
に
は
１
日
当
た
り
新
規
感
染
者
数
が
１
３
３

万
４
８
６
０
人
を
数
え
ま
し
た
。
７
日
間
移
動
平
均
も

１
月
15
日
の
ピ
ー
ク
時
に
は
80
万
４
４
０
４
人
に
達
し

て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
そ
の
後
は
感
染
状
況
が
や
や
落
ち

着
き
つ
つ
あ
り
、
１
月
28
日
時
点
で
は
、
新
規
感
染
患

者
数
52
万
４
８
５
０
人
、
７
日
間
移
動
平
均
54
万
３
０

１
６
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。
他
方
、
死
亡
者
数
は
１
月
下

旬
に
か
け
て
増
大
し
て
お
り
、
１
月
28
日
の
１
日
当
た

り
死
亡
者
数
は
３
２
１
８
人
と
、
デ
ル
タ
株
に
よ
る
死
亡

が
相
次
い
だ
２
０
２
１
年
１
月
に
匹
敵
す
る
水
準
で
す
⑴

。

　

ア
メ
リ
カ
で
は
、
バ
イ
デ
ン
政
権
の
積
極
的
な
取
り

組
み
も
あ
っ
て
、
２
０
２
２
年
１
月
末
時
点
で
、
全
人

口
の
63
・
８
％
以
上
が
２
回
以
上
の
ワ
ク
チ
ン
接
種
を
済

ま
せ
て
お
り
、
41
・
５
％
が
３
回
目
の
ブ
ー
ス
タ
ー
接
種

も
受
け
て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
人
口
の
６
割
を
占
め
る

ワ
ク
チ
ン
接
種
等
の
義
務
化
と

２
０
２
２
年
度
予
算
法
案
を
め
ぐ
っ
て

京
都
橘
大
学
教
授
　
髙
山  

一
夫

ア
メ
リ
カ
の
医
療
政
策
動
向 

⒆

連  載

白
人（
ヒ
ス
パ
ニ
ッ
ク
系
を
除
く
）の
接
種
率
が
47・２
％

と
、
ワ
ク
チ
ン
接
種
が
頭
打
ち
に
な
っ
て
い
ま
す
⑵

。

　

バ
イ
デ
ン
政
権
は
２
０
２
１
年
７
月
29
日
に
、
連
邦

政
府
の
職
員
や
請
負
業
者
（contractor

）
に
対
し

て
、
ワ
ク
チ
ン
を
２
回
接
種
す
る
か
、
ま
た
は
マ
ス
ク

着
用
と
週
１
回
以
上
の
検
査
受
診
を
求
め
ま
し
た
（
軍

関
係
者
や
退
役
軍
人
省
の
医
療
従
事
者
も
含
む
）⑶
。
そ

の
結
果
、
２
０
２
２
年
１
月
ま
で
に
約
２
８
０
０
万
人

が
新
た
に
ワ
ク
チ
ン
を
接
種
し
ま
し
た
。
そ
し
て
、
同

年
９
月
９
日
に
は
、
①
未
接
種
者
へ
の
ワ
ク
チ
ン
接
種
、

②
接
種
者
の
さ
ら
な
る
保
護
、
③
学
校
の
安
全
な
開
校
、

④
検
査
と
マ
ス
ク
着
用
の
推
進
、
⑤
経
済
回
復
の
保
持
、

⑥
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
へ
の
ケ
ア
の
改

善
の
６
項
目
か
ら
な
る
、
包
括
的
な
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
対
策
プ
ラ
ン
を
公
表
し
ま
し
た
⑷

。

　

こ
の
包
括
的
な
対
策
プ
ラ
ン
に
お
い
て
は
、
第
一
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に
、
従
業
員
数
１
０
０
名
以
上
を
有
す
る
企
業
に
対
し

て
、
従
業
員
が
、
ワ
ク
チ
ン
を
２
回
以
上
接
種
す
る
か
、

ま
た
は
、
マ
ス
ク
着
用
と
週
１
回
以
上
検
査
す
る
こ
と

（Em
ergency T

em
porary Standard

：
以
下
、

Ｅ
Ｔ
Ｓ
）
を
義
務
付
け
ま
し
た
。
主
管
は
米
労
働
省

の
労
働
安
全
衛
生
局
（Occupational Safety and 

Health A
dm

inistration
：
以
下
、
Ｏ
Ｓ
Ｈ
Ａ
）
で
、

約
８
４
０
０
万
人
の
労
働
者
が
対
象
と
な
り
ま
す
⑸

。
第

二
に
、
メ
デ
ィ
ケ
ア
・
メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
に
参
加
す
る
医

療
機
関
に
対
し
て
も
、
所
属
す
る
医
療
従
事
者
（
事
務

職
や
医
学
生
等
を
含
む
）
を
対
象
と
し
て
、
同
様
に
Ｅ

Ｔ
Ｓ
を
義
務
付
け
ま
し
た
。
主
管
は
米
保
健
福
祉
省
の

メ
デ
ィ
ケ
ア
・
メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
・
セ
ン
タ
ー
（Center 

for M
edicare and M

edicaid

：
以
下
、
Ｃ
Ｍ
Ｓ
）
で
、

病
院
、
外
来
外
科
手
術
施
設
、
透
析
施
設
、
在
宅
医
療

機
関
、
そ
し
て
長
期
ケ
ア
施
設
な
ど
７
万
６
０
０
０
施

設
で
従
事
す
る
、
約
１
７
０
０
万
人
が
対
象
で
す
⑹

。
な

お
、
ワ
ク
チ
ン
接
種
の
法
的
な
義
務
付
け
を
禁
止
す
る

州
法
が
フ
ロ
リ
ダ
州
や
テ
キ
サ
ス
州
な
ど
12
州
で
、
す
で

に
制
定
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
今
回
の
連
邦
政
府
の
取
り

組
み
（
行
政
命
令
）
は
、
そ
う
し
た
州
法
に
優
先
す
る

―
専
門
用
語
で
は
先
占（preem

ption

）―
と
さ
れ
ま
す
。

　

バ
イ
デ
ン
政
権
の
取
り
組
み
、
な
か
で
も
従
業
員
数

１
０
０
人
以
上
の
企
業
を
対
象
と
す
る
Ｅ
Ｔ
Ｓ
の
義

務
化
に
対
し
て
は
、
共
和
党
系
の
知
事
の
み
な
ら
ず
、

中
小
企
業
の
全
国
団
体
で
あ
る
、
全
米
独
立
企
業
連

盟
（N

ational Federation of Independent 
Business

：
以
下
、
Ｎ
Ｆ
Ｉ
Ｂ
）
を
は
じ
め
と
す
る

諸
団
体
も
強
く
反
発
し
、
実
施
の
中
止
を
求
め
て
連
邦

裁
判
所
へ
の
提
訴
が
相
次
ぎ
ま
し
た
。
連
邦
巡
回
区
控

訴
裁
判
所
で
の
審
理
を
経
て
、
２
０
２
２
年
１
月
13
日
、

連
邦
最
高
裁
判
所
は
、
従
業
員
数
１
０
０
人
以
上
の
企

業
に
対
す
る
Ｅ
Ｔ
Ｓ
の
義
務
化
は
Ｏ
Ｓ
Ｈ
Ａ
の
権
限
を

逸
脱
す
る
と
い
う
原
告
（
Ｎ
Ｆ
Ｉ
Ｂ
）
の
訴
え
を
認
め
、

義
務
化
は
無
効
だ
と
判
断
し
ま
し
た
⑺

。
原
告
側
を
支

持
し
た
判
事
（
ロ
バ
ー
ト
長
官
を
含
む
）
が
６
人
に
対

し
て
、
支
持
し
な
か
っ
た
判
事
は
３
人
と
、
最
高
裁
に

お
け
る
保
守
派
と
リ
ベ
ラ
ル
派
の
構
成
比
が
そ
の
ま
ま

反
映
し
た
か
た
ち
で
す
。
バ
イ
デ
ン
大
統
領
は
、
最
高

裁
判
決
と
同
日
に
、
企
業
に
対
す
る
ワ
ク
チ
ン
接
種
義

務
化
が
司
法
に
よ
っ
て
阻
止
さ
れ
た
こ
と
に
落
胆
し
つ

つ
も
、
大
統
領
と
し
て
、
ア
メ
リ
カ
の
健
康
と
経
済
を

守
る
た
め
の
正
し
い
取
り
組
み
を
雇
用
主
た
ち
に
促
す

努
力
を
続
け
る
と
述
べ
ま
し
た
⑻

。

　

他
方
、
医
療
従
事
者
に
対
す
る
Ｅ
Ｔ
Ｓ
の
義
務
化
に

つ
い
て
は
、
ロ
バ
ー
ト
長
官
と
キ
ャ
バ
ノ
ー
判
事
が
原
告

を
支
持
し
な
か
っ
た
た
め
に
、
原
告
支
持
４
人
に
対
し

て
不
支
持
が
５
人
と
な
り
、
こ
ち
ら
は
合
法
と
判
断
さ

れ
ま
し
た
⑼

。
メ
デ
ィ
ケ
ア
・
メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
に
参
加
し

て
い
る
医
療
機
関
に
対
し
て
は
、
Ｃ
Ｍ
Ｓ
は
一
定
の
権
限

を
有
し
て
お
り
、
Ｅ
Ｔ
Ｓ
の
義
務
化
も
権
限
の
う
ち
に

含
ま
れ
る
と
判
断
し
た
わ
け
で
す
。
医
療
従
事
者
へ
の

Ｅ
Ｔ
Ｓ
導
入
に
対
し
て
は
、
ア
メ
リ
カ
医
師
会
や
ア
メ

リ
カ
病
院
協
会
も
賛
成
を
公
式
に
表
明
し
て
い
ま
す
⑽

。

　

今
回
の
連
邦
最
高
裁
の
判
決
は
、
あ
く
ま
で
法
的
な

権
限
の
合
法
性
を
巡
る
も
の
で
あ
り
、
ワ
ク
チ
ン
接
種

や
マ
ス
ク
着
用
の
有
効
性
や
合
理
性
に
つ
い
て
判
断
し
た

わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
ア
メ
リ
カ
国
内
で
は
、

ワ
ク
チ
ン
接
種
と
マ
ス
ク
着
用
が
、
共
和
党
支
持
者
と
民

主
党
支
持
者
と
の
間
の
政
治
的
・
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
的
な
一

大
争
点
と
化
し
て
い
ま
す
。
今
回
の
最
高
裁
判
決
に
よ

り
、
包
括
的
な
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
の
実

施
が
当
面
は
挫
折
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
こ
と
は
、
２
０
２

２
年
の
11
月
に
中
間
選
挙
を
控
え
る
バ
イ
デ
ン
政
権
に

と
っ
て
、
政
治
的
に
大
き
な
痛
手
に
な
っ
た
と
言
え
ま
す
。

　

２
０
２
２
年
度
予
算
法
案
の
行
方

　

バ
イ
デ
ン
政
権
が
抱
え
る
困
難
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
対
策
だ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
大
統
領

が
企
図
す
る
社
会
改
良
計
画
―
ア
メ
リ
カ
雇
用
計
画
と

ア
メ
リ
カ
家
族
計
画
―
を
色
濃
く
反
映
し
た
Ｂ
Ｂ
Ｂ
法
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案
も
、
２
０
２
２
年
１
月
末
時
点
に
お
い
て
、
な
お
成

立
の
見
通
し
が
立
っ
て
い
ま
せ
ん
。

　

法
案
を
審
議
す
る
米
国
議
会
で
は
、
下
院
こ
そ
民
主

党
が
過
半
数
を
維
持
し
て
い
る
も
の
の
、
上
院
で
は
民
主

党
と
共
和
党
の
議
席
が
50
対
50
と
拮
抗
し
て
お
り
、
フ
ィ

リ
バ
ス
タ
ー
（
審
議
の
遅
延
行
為
）
に
対
す
る
停
止
の

議
決
な
し
に
単
純
過
半
数
で
法
案
を
可
決
で
き
る
財
政

調
整
措
置
の
特
例
を
用
い
て
も
な
お
、
民
主
党
上
院
議

員
全
員
の
支
持
が
必
要
不
可
欠
で
す
。
民
主
党
内
部
に

も
、
大
き
く
は
貧
困
者
や
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
の
権
利
擁
護

な
ど
に
積
極
的
な
左
派
グ
ル
ー
プ
と
、
社
会
改
良
に
は

や
や
慎
重
で
財
政
の
安
定
も
重
視
す
る
中
道
派
と
が
存

在
し
、
両
派
の
利
害
調
整
が
民
主
党
指
導
部
と
バ
イ
デ

ン
大
統
領
に
と
っ
て
の
悩
み
ど
こ
ろ
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

下
院
を
通
過
し
た
Ｂ
Ｂ
Ｂ
法
案
に
つ
い
て
も
、
財
政

赤
字
の
規
模
が
大
き
く
、
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
激
化

さ
せ
か
ね
な
い
と
し
て
、
民
主
党
中
道
派
の
マ
ン
チ
ン

（Joe M
anchin III

）
上
院
議
員
が
反
対
を
表
明
し

た
た
め
⑾

、
下
院
通
過
法
案
の
形
で
の
成
立
が
き
わ
め

て
困
難
な
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
バ
イ

デ
ン
大
統
領
は
、
Ｂ
Ｂ
Ｂ
法
案
の
う
ち
、
児
童
税
額
控

除
（child tax credit

：
以
下
、
Ｃ
Ｔ
Ｃ
）
や
就
学

前
教
育
の
無
償
化
（universal preschool

）
な
ど
、

主
に
ア
メ
リ
カ
家
族
計
画
に
関
わ
る
項
目
の
い
く
つ
か

を
下
院
法
案
か
ら
取
り
下
げ
、
予
算
規
模
を
半
減
さ
せ

た
修
正
案
で
の
審
議
を
上
院
に
求
め
て
い
ま
す
。
な
お
、

処
方
薬
剤
費
の
引
き
下
げ
を
は
じ
め
と
す
る
、
ヘ
ル
ス

ケ
ア
分
野
の
項
目
に
つ
い
て
は
、
と
く
に
争
点
と
は

な
っ
て
い
な
い
模
様
で
す
。

　

Ｂ
Ｂ
Ｂ
法
案
の
主
な
争
点
と
な
っ
て
い
る
Ｃ
Ｔ
Ｃ
は
、

確
定
申
告
の
際
に
納
税
額
か
ら
控
除
が
認
め
ら
れ
る
項

目
の
ひ
と
つ
で
す
。
日
本
の
扶
養
控
除
の
仕
組
み
に
近

い
も
の
と
考
え
て
よ
い
の
で
す
が
、
日
本
で
は
所
得
控

除
で
あ
る
こ
と
と
、
ア
メ
リ
カ
で
は
恒
久
的
な
制
度
で

は
な
い
点
が
異
な
り
ま
す
。
Ｃ
Ｔ
Ｃ
は
、
ク
リ
ン
ト
ン

政
権
時
代
の
１
９
９
７
年
に
制
定
さ
れ
た
納
税
者
救
済

法
（T

axpayer Relief A
ct of 1997, P.L. 105-

34
）
に
よ
っ
て
は
じ
め
て
導
入
さ
れ
、
ブ
ッ
シ
ュ
（
父
）

政
権
の
減
税
法
（Econom

ic Grow
th and Tax 

Relief Reconciliation A
ct of 2001, P.L. 107-

16

）
に
お
い
て
、一
定
所
得
以
下
の
者
に
対
す
る
還
付
金

も
認
め
ら
れ
ま
し
た
。
Ｃ
Ｔ
Ｃ
は
そ
の
後
も
歴
代
政
権

に
お
い
て
継
続
な
い
し
拡
充
さ
れ
、
今
日
で
は
、
要
扶

養
児
童
を
有
す
る
一
定
所
得
以
下
の
世
帯
に
対
し
て
幅

広
く
現
金
給
付
を
行
う
制
度
へ
と
発
展
し
て
い
ま
す
⑿

。

　

バ
イ
デ
ン
政
権
の
も
と
で
成
立
し
た
ア
メ
リ
カ
救
済

プ
ラ
ン
法
（
Ａ
Ｒ
Ｐ
Ａ
）
は
、
Ｃ
Ｔ
Ｃ
に
つ
い
て
、
①

税
額
控
除
の
上
限
を
３
６
０
０
ド
ル
（
０
～
５
歳
）・
３

０
０
０
ド
ル
（
６
～
17
歳
⒀

）
へ
と
引
き
上
げ
る
と
と
も

に
、
②
税
額
控
除
の
還
付
金
の
50
％
を
前
も
っ
て
現
金

給
付
し
、
残
り
を
確
定
申
告
時
の
還
付
金
と
す
る
措
置

な
ど
を
、
２
０
２
１
年
度
中
に
限
っ
て
導
入
し
ま
し
た
。

そ
し
て
、
今
回
の
Ｂ
Ｂ
Ｂ
法
案
で
は
、
①
Ａ
Ｒ
Ｐ
Ａ
で

導
入
さ
れ
た
Ｃ
Ｔ
Ｃ
に
係
る
こ
れ
ら
の
措
置
を
２
０
２

５
年
ま
で
延
長
す
る
と
と
も
に
、
②
ト
ラ
ン
プ
減
税
法

（T
ax Cuts and Jobs A

ct, P.L. 115-97

）
で
Ｃ

Ｔ
Ｃ
の
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
た
約
１
０
０
万
人
の
納
税

者
番
号
を
持
つ
移
民
の
子
ど
も
も
再
び
Ｃ
Ｔ
Ｃ
の
対
象

に
加
え
る
こ
と
、
③
税
制
上
の
改
善
に
よ
り
Ｃ
Ｔ
Ｃ
を

利
用
し
や
す
く
す
る
こ
と
等
が
、
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま

す
。
Ｂ
Ｂ
Ｂ
法
案
は
、
租
税
負
担
の
軽
減
と
還
付
金
の

前
払
い
に
よ
る
現
金
給
付
に
よ
っ
て
、
子
育
て
世
帯
を

幅
広
く
支
援
す
る
こ
と
を
企
図
し
て
い
る
と
言
え
ま
す
。

　

そ
も
そ
も
児
童
税
額
控
除
の
拡
充
で
は
な
く
、
権
利

性
を
持
た
せ
た
児
童
手
当
（child allow

ance

）
の

方
が
望
ま
し
く
、
行
政
的
に
も
簡
素
化
で
き
る
と
の
批

判
も
あ
る
と
は
思
い
ま
す
が
、
い
ま
の
ア
メ
リ
カ
の
政

治
状
況
で
は
難
し
い
で
し
ょ
う
。
む
し
ろ
、
貧
困
世
帯

や
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
に
属
す
る
子
ど
も
た
ち
の
た
め
の
支

援
を
ど
う
考
え
る
の
か
が
、
ワ
ク
チ
ン
接
種
・
マ
ス
ク

着
用
の
義
務
化
と
並
ん
で
、
ア
メ
リ
カ
の
政
治
と
社
会

に
鋭
く
問
わ
れ
て
い
る
よ
う
に
思
い
ま
す
。
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⑴ https://covid.cdc.gov/covid-data-tracker/#datatracker-home（2022年１月31日最終アクセス、以下、同じ）
⑵ 同上。なお、人種・エスニシティが不明の者（総数の22.5％）もいるため、ワクチン接種割合の値は参考値です。
⑶ White House Report, Vaccination requirements are helping vaccinate more people, protect Americans from 

COVID-19, and strengthen the economy, October 7, 2021, 
　https://www.whitehouse.gov/wp-content/uploads/2021/10/Vaccination-Requirements-Report.pdf
⑷ https://www.whitehouse.gov/covidplan/
⑸ OSHA, “COVID-19 Vaccination and Testing; Emergency Temporary Standard”, Federal Register , 86（212）, 

November 5, 2021, 61402-61555.
⑹ CMS, “Medicare and Medicaid Programs; Omnibus COVID–19 Health Care Staff Vaccination”, ibid ., 61555-61627. 

なお、同規則で「医師診療所」（physician office）が対象施設に明記されていないのは、医師診療所が直接にはＣＭ
Ｓの所管ではないためとのことです。

⑺ National Federation of Independent Business v. OSHA
⑻ https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2022/01/13/statement- by-president-joe-biden-

on-the-u-s-supreme-courts-decision-on-vaccine-requirements/
⑼ Biden v. Missouri
⑽ アメリカ医師会ウェブサイト（https://www.ama-assn.org/press-center/press-releases/ ama-statement-supreme-

court-opinions-covid-19-vaccination-and-testing）、アメリカ病院協会ウェブサイト（https://www.aha.org/press-rele
　ases/2022-01-13-aha-statement-supreme-court-ruling-cms-vaccine-mandate）
⑾ https://www.manchin.senate.gov/newsroom/press-releases/manchin-statement-on- build-back-better-act
⑿ Congressional Research Service, The Child Tax Credit: Legislative History, https://sgp.fas.org/crs/misc/R45124.pdf
⒀ ARPAにより、CTCの対象に17歳も含められました。
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